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(百万円未満切捨て)

１．2023年６月期第２四半期の連結業績（2022年７月１日～2022年12月31日）
（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年６月期第２四半期 28,640 22.5 581 ― 657 △65.8 590 △67.9

2022年６月期第２四半期 23,379 △13.9 △1,362 ─ 1,923 ─ 1,840 88.6

(注) 包括利益 2023年６月期第２四半期 609百万円 ( △66.9％) 2022年６月期第２四半期 1,842百万円 (87.0％)

　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2023年６月期第２四半期 19.13 ―

2022年６月期第２四半期 59.66 ─
　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2023年６月期第２四半期 28,406 6,281 21.9

2022年６月期 29,584 5,820 19.5

(参考) 自己資本 2023年６月期第２四半期 6,215百万円 　2022年６月期 5,755百万円

　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2022年６月期 ─ 0.00 ─ 5.00 5.00

2023年６月期 ─ 0.00

2023年６月期(予想) ─ ─ ─

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 有

　

３．2023年６月期の連結業績予想（2022年７月１日～2023年６月30日）
(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 59,800 28.3 3,430 ─ 3,420 42.4 3,220 27.1 104.37

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

　

　



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

　 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

　 新規 社 (社名) 、除外 社 (社名)

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2023年６月期２Ｑ 31,931,900株 2022年６月期 31,931,900株

② 期末自己株式数 2023年６月期２Ｑ 1,079,282株 2022年６月期 1,079,282株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2023年６月期２Ｑ 30,852,618株 2022年６月期２Ｑ 30,852,618株

　

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

業績予想等の将来に関する記述は、当社が発表日現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提

に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります
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１．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,405 1,802

売掛金 650 1,001

商品及び製品 555 718

原材料及び貯蔵品 803 1,103

その他 735 572

流動資産合計 6,150 5,198

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 9,937 9,735

機械装置及び運搬具（純額） 1,227 1,283

工具、器具及び備品（純額） 140 153

土地 7,244 7,244

リース資産（純額） 13 12

建設仮勘定 63 81

有形固定資産合計 18,627 18,510

無形固定資産 424 383

投資その他の資産

敷金及び保証金 2,647 2,626

貸倒引当金 △0 △0

その他 1,735 1,688

投資その他の資産合計 4,381 4,314

固定資産合計 23,433 23,208

資産合計 29,584 28,406
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 1,409 2,074

短期借入金 500 300

1年内返済予定の長期借入金 2,827 2,687

未払費用 2,492 2,094

未払法人税等 625 29

未払消費税等 269 565

賞与引当金 106 137

その他 873 876

流動負債合計 9,103 8,764

固定負債

長期借入金 10,089 8,791

役員退職慰労引当金 152 152

退職給付に係る負債 1,030 1,050

資産除去債務 3,163 3,159

その他 224 207

固定負債合計 14,660 13,360

負債合計 23,763 22,125

純資産の部

株主資本

資本金 100 100

資本剰余金 4,266 4,266

利益剰余金 2,950 3,386

自己株式 △1,613 △1,613

株主資本合計 5,703 6,139

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1 9

土地再評価差額金 △0 △0

為替換算調整勘定 35 52

退職給付に係る調整累計額 15 14

その他の包括利益累計額合計 51 75

非支配株主持分 65 65

純資産合計 5,820 6,281

負債純資産合計 29,584 28,406
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第２四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2021年７月１日
　至 2021年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年７月１日
　至 2022年12月31日)

売上高 23,379 28,640

売上原価 7,344 9,657

売上総利益 16,034 18,983

販売費及び一般管理費 17,396 18,401

営業利益又は営業損失（△） △1,362 581

営業外収益

受取利息 3 2

不動産賃貸収入 60 79

助成金収入 3,325 80

その他 17 29

営業外収益合計 3,407 191

営業外費用

支払利息 65 49

不動産賃貸原価 44 53

その他 11 12

営業外費用合計 121 116

経常利益 1,923 657

特別損失

減損損失 31 18

特別損失合計 31 18

税金等調整前四半期純利益 1,891 639

法人税、住民税及び事業税 342 26

法人税等調整額 △281 32

法人税等合計 60 58

四半期純利益 1,831 581

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △9 △8

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,840 590
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四半期連結包括利益計算書

第２四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2021年７月１日
　至 2021年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年７月１日
　至 2022年12月31日)

四半期純利益 1,831 581

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 0 8

為替換算調整勘定 9 21

退職給付に係る調整額 0 △1

その他の包括利益合計 11 28

四半期包括利益 1,842 609

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,849 614

非支配株主に係る四半期包括利益 △7 △4
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2021年７月１日
　至 2021年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年７月１日
　至 2022年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,891 639

減価償却費 706 674

減損損失 31 18

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） △1 ―

受取利息及び受取配当金 △3 △2

支払利息 65 49

棚卸資産の増減額（△は増加） 1 △462

前払費用の増減額（△は増加） 154 134

未収入金の増減額（△は増加） 1,162 16

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 ―

仕入債務の増減額（△は減少） 674 664

未払費用の増減額（△は減少） △330 △396

未払又は未収消費税等の増減額 253 296

その他 △103 △309

小計 4,501 1,321

利息及び配当金の受取額 1 0

利息の支払額 △67 △50

法人税等の還付額 ― 19

法人税等の支払額 △260 △621

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,175 669

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △4 ―

定期預金の払戻による収入 4 4

有形及び無形固定資産の取得による支出 △286 △511

敷金及び保証金の差入による支出 △1 △9

敷金及び保証金の回収による収入 244 30

その他 △53 5

投資活動によるキャッシュ・フロー △97 △480

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,060 △200

長期借入金の返済による支出 △1,318 △1,438

配当金の支払額 △1 △152

その他 △25 △16

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,405 △1,807

現金及び現金同等物に係る換算差額 4 19

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 676 △1,598

現金及び現金同等物の期首残高 2,611 3,401

現金及び現金同等物の四半期末残高 3,287 1,802
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う会計上の見積り）

新型コロナウイルス感染症について、今後の収束時期や影響の程度を予測することは困難な状況にあります

が、新型コロナウイルス感染症の影響は当連結会計年度以降も一定程度は残るものと想定しております。

当社グループは、この仮定のもと、固定資産の減損会計の適用や回収可能と認められる繰延税金資産の算定な

どの会計上の見積りを行っております。

しかしながら、当該仮定は不確実であり、新型コロナウイルス感染症の状況やその経済への影響が変化した場

合には、将来において追加の損失が発生する可能性があります。

なお、当該仮定は前連結会計年度から変更ありません。
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２．その他

継続企業の前提に関する重要事象等

当社グループは、新型コロナウイルス感染症の再拡大の影響に伴い、2023年６月期においても繁忙期（７～９

月）における売上高、利益ともにコロナ禍以前と比較し減少していることから、引き続き継続企業の前提に重要

な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

このような状況を解消するため、当社グループは、事業の収益改善等の施策を行い、財務状況の安定化を図る

こととしております。

収益改善対策として、エネルギー価格や原材料価格の高騰、為替相場における円安の進行に伴うコスト上昇に

対応するため、販売価格を見直してまいります。

また、収益を最大化させるため、店舗毎の状況に応じた営業時間の見直しや、それでも収益改善が見込めない

店舗の退店により、全社的な収益性の改善を図ります。

しかしながら、新型コロナウイルス感染症の影響は当連結会計期間以降も一定程度は残ることを想定しており、

金融機関等との緊密な連携のもと、2022年９月にコミットメントライン契約を再締結し、十分な資金調達を実施

することで財務基盤の安定化を図りながら、当該状況の解消、改善に努めてまいります。

当社グループとしては、これら施策の実行により、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないと

判断しております。

　


